第２回「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」を開催-5月15日

－官民較差の是正方法や段階的引下げ措置の要否について検討－

※この交渉情報は、単組のホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

５月15日、総理官邸４階大会議室で「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」（以下「有識者会議」という）の第２回目会議が開催され、人事院の調査結果及び見解への対応について検討が行われた。

冒頭、岡田副総理があいさつし、続いて、本日の論点の概要及び、それに関わる説明を受けた後、質疑応答、フリーディスカッションが行われた。議論内容は以下のとおり。

（１）官民較差402.6万円を前提とすることについて

　・前回（平成18年）の調査と比較して、国家公務員の勧奨退職者が大きく減少し勤務年数が延び人員構成が変化したことや、民間における60歳以上の雇用延長等が402.6万円に与えた影響を分析すべき。

　・民間は雇用延長等の状況は様々であることから、402.6万円に与えた影響の分析は困難であること、また、有識者会議の時間的制約からも、402.6万円の妥当性を議論するのは現実的ではないため、402.6万円を前提とすべき。

　

　これら意見を受けて、影響要因を検討すべきとの話があったので、整理することとした。

（２）平成27年９月末までの退職者に係る退職給付の支給水準調整について

①調整方法 

・共済年金職域部分の廃止は平成27年10月以降であることから、それまでの期間については職域部分の受給権が発生することなどを踏まえると、当面、退職手当引下げで官民較差を埋めることが適当。

②調整に当たっての段階的引下措置の要否

・今回はとりわけ引下げ額が大きく、退職金を想定して生活している人もいるため、しっかりとした経過措置を設けることが必要。

・民間の就業規則の不利益変更の法理から考えれば、一度に大幅に引き下げられないのは当然。

・過去の例を参考にして、一年につき３％、４％の引下げをしていくことが妥当。

・働き手としての公務員としての側面は避けて通れないこと、また若年者の士気にも影響することから、額面的な検討及び段階的経過措置について考慮することは必要。

・経過措置を設けずに調整した場合の訴訟リスクも考慮すべき。一般的には、労働条件の不利益変更は慎重に行っているのが通例。

・402.6万円というのは退職給付の13.65％にあたり非常に大きいため、10％を超える修正については斟酌しても一般的な国民感覚で理解可能。ただし、段階的といっても、長期にわたるのでは国民は納得しない。まず10％を引き下げ、その後残りの3.65％について引き下げるなどの措置程度であれば斟酌できるではないか。

・402.6万円を一度に調整をすべきであると考える。現在の税収の落ち込みや、税と社会保障の一体改革が議論されている状況下では、過去のような経過措置は国民的な理解を得られないと思う。

（３）早期退職に対するインセンティブを付与する措置の要否

①インセンティブを付与する措置の要否

・早期退職に対するインセンティブの付与は必要。

・退職手当は水準の問題もあるが、キャリアの節目（たとえば、入職後15年後、その後15年後といったペース）に公務か民間かを職員が選択できる機会を提供すべき。転職可能な40歳前後で抜けてもらうのがよいのではないか。

②割増し

・現行の早期退職割増し制度の適用対象を拡大すべきではないか、現在の45歳（24％増）、50歳（47％増）というのでは不十分であるが、財源を伴うものなので、給与総額全体の議論と切り離して考えるのは難しいのではないか。

・民間の状況を鑑みると、現行の早期退職割増手当制度の適用対象を拡大すべきではないか。

③再就職支援

・経済的なメリットのほかに、再就職支援会社の活用など転職先の確保もパッケージで併せて措置することが必要。再就職支援では、再就職あっせんの機能が重要。

・一方で、再就職支援会社の活用については、法的な制約（再就職規制）や「天下り」への批判などにも留意しつつ、もう一段の工夫が必要。

・高齢期だけではなく、ある程度早期に、自力で第二の人生を選ぶことが可能となるように、キャリアの節目で職員のキャリアプランの検討の支援なども併せて必要ではないか。

・官民人材交流センターの活用を検討すべき。民間の再就職支援会社を活用してうまくいくのかも検証すべき。

などの意見が出された。

岡田副総理からは、段階的引下げの措置について、「今回は官民較差を埋めることが目的であることから早急に調整すべきであり、納税者の視点からみれば経過措置を設けるべきではない」、「引上げのときは一度に行ってきたにもかかわらず、引下げには段階的経過措置を求めるのは国民感情として納得できるものではない」、「訴訟リスクについての指摘は、民間での理論が官において通用することはないのではないか」などの意見が出され、一貫して官民較差402.6万円を一度で引下げるべきとの考えが強調された。

以上の議論を踏まえ、当面は、人事院の調査結果の官民較差については退職手当の引下げにより調整を図るということに関して異論はないことを確認した。

その上で官民較差の是正額並びに是正に当たっての段階的引下げ措置の要否、及び早期退職に対するインセンティブを付与する措置の要否、についてはこれら議論を踏まえ、座長が中間的な議論の整理の原案を作成し、次回会議でそれを基に取りまとめに向けた議論を進めていくということについて確認、合意した。

最後に、次回会議を５月23日（水）の17時を目途に行うよう事務局で調整することとし、閉会した。

以上

